
■福岡県備蓄基本計画修正素案 新旧対照表 

福岡県備蓄基本計画- 1 - 

 

旧 新 改正理由等 

第 1章～第２章 

 

第３章 公助による備蓄・調達 

（略） 

第１節 市町村 

 第１～第３ （略） 

 第４ 必要量及び目標量 

    各市町村で想定される災害や地形等の特性、県から示される被害想定を踏まえ、当該市

町村で想定される最大の避難者数をもとに必要量を見積もる。算定に当たっては、指定避

難所への避難者のほか、在宅の避難者や車中泊避難者も考慮する。 

（参考）『地震に関する防災アセスメント調査報告書』（令和７年 10 月、福岡県） 

 

 

『福岡県津波浸水想定』（平成 28年２月、福岡県） 

住民の持参物資や協定事業者等からの調達を含め、発災から３日間に必要な量を備蓄す

るよう努める。 

発災直後の混乱を考慮すると、発災当日は備蓄物資による対応が必要と考えられること

から、１日分以上を現物で備蓄するよう努めることとする。 

  第５～第６ （略） 

第２節 県 

  第１～第３ （略） 

  第４ 必要量及び目標量 

必要量は県内で想定される最大の避難者数をもとに見積もる。算定に当たっては、指定

避難所への避難者のほか、在宅の避難者や車中泊避難者も考慮する。 

（参考）『地震に関する防災アセスメント調査報告書』（令和 7年 10 月、福岡県） 

 

最大想定避難者数 343,000 人（宇美断層震源の地震） 

 

食料等の物資は想定される最大避難者数の１日分を、避難所運営資機材は最大規模の災

害発生時に必要と想定される量の３分の１を備蓄する。衣料品や生活用品等で、保管に広

い場所が必要など備蓄に適さない物資、大量に必要で全てを備蓄することが困難な物資、

発災からの時間の経過とともに必要となる物資については、調達による確保可能数も含め

目標量を備蓄する。 

第５～第８ （略） 

 （参考１）～（参考２）（略） 

（参考３）県の備蓄拠点配置図 

      
   

（参考４）（略） 

第 1章～第２章 

 

第３章 公助による備蓄・調達 

（略） 

第１節 市町村 

 第１～第３ （略） 

 第４ 必要量及び目標量 

    各市町村で想定される災害や地形等の特性、県から示される被害想定を踏まえ、当該市

町村で想定される最大の避難者数をもとに必要量を見積もる。算定に当たっては、指定避

難所への避難者のほか、在宅の避難者や車中泊避難者も考慮する。 

（参考）『地震に関する防災アセスメント調査報告書』（令和７年 10 月、福岡県） 

『海域活断層を震源とする地震に関する防災アセスメント調査』 

（令和８年３月、福岡県） 

『福岡県津波浸水想定』（平成 28年２月、福岡県） 

住民の持参物資や協定事業者等からの調達を含め、発災から３日間に必要な量を備蓄す

るよう努める。 

発災直後の混乱を考慮すると、発災当日は備蓄物資による対応が必要と考えられること

から、１日分以上を現物で備蓄するよう努めることとする。 

  第５～第６ （略） 

第２節 県 

  第１～第３ （略） 

  第４ 必要量及び目標量 

必要量は県内で想定される最大の避難者数をもとに見積もる。算定に当たっては、指定

避難所への避難者のほか、在宅の避難者や車中泊避難者も考慮する。 

（参考）『海域活断層を震源とする地震に関する防災アセスメント調査』 

 （令和８年３月、福岡県） 

最大想定避難者数 369,000 人 

（小呂島近海断層帯と警固断層帯南東部の連動による地震） 

食料等の物資は想定される最大避難者数の１日分を、避難所運営資機材は最大規模の災

害発生時に必要と想定される量の３分の１を備蓄する。衣料品や生活用品等で、保管に広

い場所が必要など備蓄に適さない物資、大量に必要で全てを備蓄することが困難な物資、

発災からの時間の経過とともに必要となる物資については、調達による確保可能数も含め

目標量を備蓄する。 

 第５～第８ （略） 

 （参考１）～（参考２）（略） 

（参考３）県の備蓄拠点配置図 

  
  ※上記の他、民間倉庫を活用し、物資を保管している。 

（参考４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アセスメント調査を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アセスメント調査の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間倉庫活用について記載 

 


